
 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年度決算に基づく 

笠 間 市 の 財 務 書 類 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
住みよいまち 訪れてよいまち 笠間  

～みんなで創る 文化交流都市～ 

 

平成２４年６月 

笠間市総務部財政課 



 

目 次 

 

１．はじめに ・・・・・・・・・・・・  １ページ 

 

２．財務書類の作成基準 ・・・・・・・  ２ページ 

 

３．普通会計財務書類 ・・・・・・・・  ４ページ 

（１）貸借対照表 ・・・・・・・・・  ４ページ 

（２）行政コスト計算書 ・・・・・・ １０ページ 

（３）純資産変動計算書 ・・・・・・ １３ページ 

（４）資金収支計算書 ・・・・・・・ １６ページ 

 

４．連結財務書類 ・・・・・・・・・・ ２０ページ 

（１）連結財務書類の基本事項 ・・・ ２０ページ 

（２）要約した連結財務書類 ・・・・ ２１ページ 

（３）連結貸借対照表 ・・・・・・・ ２２ページ 

（４）連結行政コスト計算書 ・・・・ ２４ページ 

（５）連結純資産変動計算書 ・・・・ ２５ページ 

（６）連結資金収支計算書 ・・・・・ ２６ページ 

 

５．普通会計財務書類の分析 ・・・・・ ２７ページ 

（１）資産形成度 ・・・・・・・・・ ２７ページ 

（２）世代間公平性 ・・・・・・・・ ３１ページ 

（３）持続可能性 ・・・・・・・・・ ３２ページ 

（４）効率性 ・・・・・・・・・・・ ３４ページ 

（５）弾力性 ・・・・・・・・・・・ ３７ページ 

（６）自律性 ・・・・・・・・・・・ ３８ページ 

 

６．その他 ・・・・・・・・・・・・・ ３９ページ 

（１）有形固定資産等耐用年数表  ・・ ３９ページ 

      （２）参考文献 ・・・・・・・・・・ ３９ページ 

 



 

１．はじめに 

 

 平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」により，地方公共団体の資産債務改革の積極的な推進が位置づけられました。 

 

これによる笠間市の取組として，「資産・債務の実態を把握し，これらの管理に係る体制

の状況を確認する」という同法の趣旨に基づき，平成２０年度決算から連結財務書類を作

成・公表しています。 

現在，地方公共団体の会計処理は，資金の収支を基準とする現金主義によって把握して

います。この現金主義による会計処理は，単年度での歳入歳出という現金の動きを示すも

のであり，公金の適正かつ客観的な経理に適合するものではありますが，過去に整備した

「資産」や地方債などの「負債」等，今までに蓄積された情報（ストック情報）や資金等

の流れ（フロー情報）を十分に表すことは難しいといえます。これらの情報を網羅するた

め，ストック情報を示す貸借対照表，フロー情報を示す行政コスト計算書等を発生主義に

基づき作成することにより，これまでの行政活動により整備した資産や負債，資金等の流

れを的確に把握することが可能となります。 

 

 財務書類の作成基準には，「総務省方式基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つ

のモデルがあります。「総務省方式改訂モデル」は，資産の評価等において既存の決算統計

情報を活用できることから，現在，多くの団体において採用されており，笠間市において

も「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。 

 

今後，市民のニーズを踏まえた「分析とわかりやすい公表」と，行政改革のツールとし

て「内部管理（マネジメント）への活用」を図っていく必要があることから，より精緻な

情報を的確に把握できる財務書類を整備し，健全な財政運営のため活用してまいります。 
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２．財務書類の作成基準 

（１）作成書類 

平成 19 年 10 月公表「新地方公会計実務研究会報告書」に基づき総務省方式改訂モデルに

より下記の 4 表を，普通会計財務書類 4表及び連結財務書類 4表として作成しています。 

普通会計とは，地方公共団体ごとに一般会計，特別会計の範囲が異なるため，財政比較や

統一的な掌握が困難なことから，地方財政統計上，統一的に用いられる会計区分です。 

連結財務書類とは，地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体や

法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成する財務書類です。地方公共団体を構成

する普通会計や公営事業会計のほか，一部事務組合等や第三セクターを含みます。 

 

◎財務書類 4 表 

1.貸借対照表 保有している資産や負債の状況を示したもの 

2.行政コスト計算書 
1 年間に提供した行政サービスに要したコストと，その財源である

負担金，使用料などの収入を明らかにしたもの 

3.純資産変動計算書 
純資産の変動について，年度当初から年度末にかけてどのような増

減があったかを示したもの 

4.資金収支計算書 一定の行政活動区分により，資金の流れを示したもの 

 

◎財務書類4表の関係
財務書類4表は以下のように関連しています。

+
期首歳計現金残高

＝

－

純経常行政コスト

+

期末純資産残高

一般財源・補助金受入等
±

科目振替等
＝

【1.貸借対照表】 【2.行政コスト計算書】

【4.資金収支計算書】 【3.純資産変動計算書】

経常行政コスト

－
経常収益

＝

純経常行政コスト

負債の部

期首純資産残高

上図において矢印で結ばれているところは金額が一致することを意味しています。

資産の部

歳計現金
純資産の部

期末歳計現金残高

－

＝
歳計現金増減額

収入

　支出　
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（２）作成対象年度・対象期間 

・平成 22 年度（基準日：平成 23 年 3 月 31 日） 

・平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日（出納整理期間中の増減を含む） 

 

 

（３）有形固定資産 

貸借対照表に計上される土地・建物等の有形固定資産は，資産形成分野を明らかにするた

めに，生活インフラ・国土保全，教育，福祉等の行政目的別に区分し表示しています。昭和

44年度以降の決算統計の普通建設事業費を集計し，減価償却後の数値を計上しています。（土

地は減価償却しません。） 

 

 

（４）減価償却 

貸借対照表に計上される土地以外の有形固定資産について，行政サービスを提供するにつ

れ価値が減少すると考えられることから，価値減少分を取得価格から控除（減価償却）する

必要があります。減価償却は，総務省により定められた耐用年数を基に,定額法を用い求め

ています。 

 

 

（５）退職手当引当金 

貸借対照表に計上される退職手当引当金は，当該年度末に在籍している職員が将来退職し

た際に支給される退職手当の負担額を，手当支給時に全額計上するのではなく，勤務期間に

わたって負債として計上していく必要があるため，年度末において在職する職員全員が普通

退職したと想定し，その退職手当の要支給額を計上しています。 
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３．普通会計財務書類  

（１）貸借対照表（Ｂ／Ｓ Balance Sheet：バランスシート） 

 

貸借対照表は，会計年度末における地方公共団体の財政状態（資産保有状況と財源調達 

状況）を表す財務書類です。 

また，左右の借方・貸方の合計額が一致することからバランスシートとも呼ばれていま 

す。 

 

 

◎要約した笠間市の平成 22 年度普通会計貸借対照表 

＊本表については 8・9ページ                    （単位：百万円） 

借 方 ＝ 資産保有状況 貸 方 ＝ 財源調達状況 

①[資産の部] 

これまでに形成された市の行政サービスを

提供するための経営資源 

②[負債の部] 

将来の世代が負担する金額 

 

ⅰ 公共資産 101,516 ⅰ 固定負債 31,089

ⅱ 投資等 7,251 ⅱ 流動負債 2,634

ⅲ 流動資産 6,589 負 債 合 計 33,723

    

    

③[純資産の部]  

これまでの世代が負担した金額 

    ⅰ 公共資産等整備国県補助金等 16,863

    ⅱ 公共資産等整備一般財源等 77,072

    ⅲ その他一般財源等 ▲ 12,467

    ⅳ 資産評価差額 165

    純  資  産  合  計 81,633

資 産 合 計 115,356 負 債 ・ 純 資 産 合 計 115,356

 

 

①[資産の部] 

 

資産の部は，現在までに蓄積された資産の状況（ストック情報）を表しています。地方 

公共団体における資産の意味としては，「行政サービスの提供能力」が主なものです。 

例えば，公共資産中の有形固定資産のうち，生活インフラ・国土保全の部に計上される 

数値のほとんどが道路などに係るものであり，これまでに蓄積された投下資本の状況が表 

示されています。一方，重要な行政サービスの一つである福祉の部においては，主だった 

サービスが資産形成を伴わない扶助費（生活保護費，子ども手当など）であることから， 

蓄積資本は生活インフラ・国土保全の部と比較すると小さなものとなっています。このよ 

うな扶助費などの資金の動きを示す情報（フロー情報）に関しては，以降に説明する行政 

コスト計算書において反映されています。 
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資産合計及び市民一人当たり資産額             （単位：千円，人，％）  

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

金額 増減率

資産合計 A 111,577,936 113,504,148 115,355,826 1,851,678 1.6

ⅰ「公共資産」 100,190,172 101,726,979 101,515,781 ▲211,198 ▲0.2

①生活インフラ・国土保全 56,639,307 58,509,260 58,818,354 309,094 0.5

②教育 23,153,271 23,552,999 23,291,924 ▲261,075 ▲1.2

③その他 20,397,594 19,664,720 19,405,503 ▲259,217 ▲1.3

ⅱ「投資等」 7,021,043 7,094,026 7,250,802 156,776 2.2

ⅲ「流動資産」 4,366,721 4,683,143 6,589,243 1,906,100 40.7

人 口 * B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

市民一人当たり資産額 A/B 1,378 1,412 1,444 32 2.3

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 

 

 平成 22 年度末における笠間市普通会計の資産合計は，115,355,826 千円であり，前年度比

1,851,678 千円（1.6％）の増となります。これは，ⅲ「流動資産」中の現金預金における財政調整

基金の積立が大きく増加したことが主な要因です。 

また，資産合計を市民一人当たりに換算すると 1,444 千円であり，前年度比 32 千円（2.3％）の

増となります。 

 

ⅰ．「公共資産」 

「公共資産」は， 101,515,781 千円となっており，資産全体の約 9割を占めています。 

「公共資産」のうち，土地や建物からなる有形固定資産は，101,396,525 千円であり，そのう

ち構成比率が高いのは，①生活インフラ・国土保全（道路や公園など）で，58,818,354 千円，

②教育（小学校，中学校や公民館，図書館など）で，23,291,924 千円となっています。  

また，売却可能資産は，公共の用に供していない資産の一部を時価評価により 119,256 千円 

計上しています。 

 

ⅱ．「投資等」 

「投資等」は，7,250,802 千円となっています。病院事業会計や水道事業会計，笠間市開発 

  公社や笠間工芸の丘（株）など，連結対象団体への出資等が，2,444,704 千円，特定の目的に 

活用するため積み立てている基金等が，4,051,986 千円，過年度分の収入未済額である長期延 

滞債権が，995,291 千円，このうち不能欠損等過年度の実績に基づき算出した回収不能見込額 

は，380,718 千円です。 

 

ⅲ．「流動資産」 

「流動資産」は，歳計現金や財政調整基金等の残高である「現金預金」と，回収不能見込額 

を除いた当該年度の収入未済額の合計である「未収金」で，6,589,243 千円となっています。 
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②[負債の部] 

 

負債の部は，未来の世代がどの程度負担するのかを表しています。負債に計上される主た 

る項目として，これまでに形成された資産の財源のため借り入れた地方債があります。 

地方債は，住民サービスを受ける世代間の公平性の観点から発行され，将来償還していく 

 義務があることから負債として計上されます。 

 

 

負債合計及び市民一人当たり負債額              （単位：千円，人，％） 

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

金額 増減率 

負債合計 A 33,035,062 33,646,250 33,723,192 76,942 0.2

ⅰ「固定負債」 30,536,600 31,066,125 31,089,306 23,181 0.1

①地方債 23,115,873 23,918,916 24,456,707 537,791 2.2

②退職手当引当金 7,420,727 7,147,209 6,632,599 ▲514,610 ▲7.2

ⅱ「流動負債」 2,498,462 2,580,125 2,633,886 53,761 2.1

人 口 * B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

市民一人当たり負債額 A/B 408 419 422 3 0.7

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 

  

平成22年度末における笠間市普通会計の負債の合計は，33,723,192千円であり，前年度比76,942

千円（0.2％）の増となります。これは，当該年度地方債発行額が，今までに発行した地方債の当

該年度償還額を上回り，地方債の残高が増となったためです。地方交付税の代替財源である臨時財

政対策債の大幅な増が主な要因です。 

また，負債合計を市民一人当たりに換算すると 422 千円となり，前年度比 3 千円（0.7％）の増

となります。 

 

ⅰ．「固定負債」 

「固定負債」は，31,089,306 千円となっています。「固定負債」のうち，①地方債は，24,456,707 

千円です。これは，当該年度における地方債の現在高から，流動負債に計上する「翌年度償還 

予定額」を控除した額を計上しており，翌々年度以降に支払が発生するものです。②退職手当 

引当金は，当該年度末に在籍している職員が退職した場合に，どの程度の費用が発生するかを 

表しており，6,632,599 千円となります。 

 

ⅱ．「流動負債」 

「流動負債」は，2,633,886 千円となっています。翌年度償還予定の地方債や，翌年度の 6

月に支払う予定の期末勤勉手当のうち当該年度負担相当額を計上する賞与引当金など，１年以

内に支払いが発生する負債について計上されています。 
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③[純資産の部] 

 

純資産の部には，これまでの資産形成に用いられた一般財源や国県補助金等が計上されて 

います。ここで計上される数値は，現在までの世代が負担したものと捉えることができます。 

 

 

純資産合計及び市民一人当たり純資産額           （単位：千円，人，％） 

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

金額 増減率

純資産合計 A 78,542,874 79,857,898 81,632,634 1,774,736 2.2

ⅰ「公共資産等整備国県補助金等」 16,086,232 16,566,122 16,863,334 297,212 1.8

ⅱ「公共資産等整備一般財源等」 75,993,653 76,710,305 77,071,625 361,320 0.5

ⅲ「その他一般財源等」 ▲13,581,761 ▲13,592,150 ▲12,466,964 1,125,186 8.3

ⅳ「資産評価差額」 44,750 173,621 164,639 ▲8,982 ▲5.2

人  口 * B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

市民一人当たり純資産額 A/B 970 994 1,022 28 2.8

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 

 

 平成 22 年度末における笠間市普通会計の純資産の合計は，81,632,634 千円であり，前年度比

1,774,736 千円（2.2％）の増となります。また，純資産合計を市民一人当たりに換算すると 1,022

千円となり，前年度比 28 千円（2.8％）の増となります。 

 

ⅰ．「公共資産等整備国県補助金等」 

公共資産などの資産形成や投資等のため，国や県から補助を受けた額であり，16,863,334

千円となっています。 

 

ⅱ．「公共資産等整備一般財源等」 

公共資産などの資産形成や投資等の資産の財源から，公共資産等整備国県補助金等や地方債

などを除いた一般財源の額であり，77,071,625 千円となっています。 

 

ⅲ．「その他一般財源等」 

「その他一般財源等」は，▲ 12,466,964 千円となっています。通常一般財源は，使途が限

定されない財源でありますが，上記ⅱの「公共資産等整備一般財源等」は，過去に整備された

公共資産が資産として計上されている間は，公共資産の整備に充てられた一般財源として計上

される純資産です。これ以外のいわゆる「その他の一般財源」は，将来自由に財源として使用

できる純資産を表すことになりますが，臨時財政対策債や退職手当引当金など，資産の形成を

伴わない負債が存在し，既に将来自由に使用できる財源の一部を使途拘束していることを表す

ため，マイナスの表示となっているものです。 

 

ⅳ．「資産評価差額」 

売却可能資産などの資産評価に伴う差額等で，164,639 千円となります。 
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（２）行政コスト計算書（Ｐ／Ｌ Profit and Loss Statement） 

 

行政コスト計算書は，一会計期間における，資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う 

純経常費用（純経常行政コスト）を表す財務書類です。 

 

民間企業会計における損益計算書にあたる財務書類であり，年間の経常費用と，行政サービスの

直接対価である使用料や手数料などの受益者負担等の経常収益を発生主義の考え方により表すも

のです。資産形成に結びつかない社会保障給付等の費用や，将来発生する退職手当引当金繰入等の

現金の支出を伴わない費用も含め，１年間に行政コストがどの程度必要であったかなどを表してお

り，「経常行政コスト」と「経常収益」，その差額である「純経常行政コスト」からなっています。   

なお，「純経常行政コスト」を把握することにより，地方税や補助金で賄うべきコストがどれだ

けかを把握することができます。 

 

◎要約した笠間市の平成 22 年度普通会計行政コスト計算書 

＊本表については 12 ページ                    （単位：百万円・％） 

区  分 総  額 構成比 

ⅰ．人にかかるコスト 5,418 23.7

ⅱ．物にかかるコスト 6,885 30.1 

ⅲ．社会保障給付，補助金等にかかるコスト 10,082 44.0

ⅳ．その他のコスト 501 2.2

①[経常行政コスト]  計   Ａ 22,886 100.0 

ⅰ．使用料・手数料 337 58.0 

ⅱ．分担金・負担金・寄附金 244 42.0 

②[経常収益]     計   Ｂ 581 100.0 

（差引）純経常行政コスト     Ａ － Ｂ    22,305   

 

純経常行政コスト及び市民一人当たり純経常行政コスト        （単位：千円，人，％） 

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

金額 増減率 

純経常行政コスト A 21,052,836 22,883,391 22,305,320 ▲578,071 ▲2.5

人  口  *  B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

市民一人当たり 

純経常行政コスト A/B 
260 285 279 ▲6 ▲2.1

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 

 平成 22 年度の１年間における笠間市の純経常行政コストは，22,305,320 千円であり，前年度比

578,071 千円（▲2.6％）の減となります。また，純経常行政コストを市民一人当たりに換算すると

279 千円となり，同じく前年度比 6 千円（▲2.2％）の減となります。これは，子ども手当への制度

変更により社会保障給付は増加しているものの，前年度に計上された定額給付金が皆減になったこ

となど補助金にかかるコストや人件費など人にかかるコストの減が主な要因です。 
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①「経常行政コスト」 

ここで挙げられている費用は，貸借対照表の資産形成に結びつかないものであり，社会保障給付

など重要な行政サービスにどの程度の費用が発生したのか，人件費や資産の維持管理の費用は，い

くら必要であったのかなどを表しています。表の中で，横方向に目的別の内訳があり，どのような

目的にどれくらいの費用がかかったのかを表しています。これは，貸借対照表の有形固定資産の部

に計上されている項目と対応し，目的ごとに資産形成に結びつかない費用の所要額を計上していま

す。 

 

 ⅰ．人にかかるコスト 

   「人件費」，「退職手当引当金繰入等」など，人にかかるコストは，5,418,336 千円で，経常

行政コストにおける構成比は 23.7％となっています。「退職手当引当金繰入等」とは，職員等

の退職に係る行政コストのうち，当該年度に負担すべき行政コストをいいます。 

 

ⅱ．物にかかるコスト 

   「物件費」，「減価償却費」など，物にかかるコストは，6,884,850 千円で，経常行政コスト

における構成比は 30.1％となっています。 

 

ⅲ．社会保障給付・補助等にかかるコスト 

   「社会保障給付」，「補助金等」など，扶助・補助等にかかるコストは，10,081,890 千円で，

経常行政コストにおける構成比は 44.0％となっています。 

 

ⅳ．その他のコスト 

「支払利息」など，その他のコストは，501,357 千円で，経常行政コストにおける構成比は

2.2％となっています。 

 

②「経常収益」 

行政サービスの提供にあたりその対価としてどの程度受益者が負担したのかを表しています。 

これにより，施設の使用料や各種サービスの手数料など，直接の受益者負担を除く費用である「純

経常行政コスト」を把握することができるようになっています。 

 

 ⅰ．使用料・手数料 

使用料・手数料は，337,496 千円で，経常収益における構成比は 58.0％となっています。 

 

 ⅱ．分担金・負担金・寄附金 

分担金・負担金・寄附金は，243,617 千円で，経常収益における構成比は 42.0％となってい   

ます。 
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（３）純資産変動計算書（ＮＷＭ Net Worth Matrix） 

 

純資産変動計算書は，一会計期間において，貸借対照表の純資産の部に計上されている各 

項目がどのように変動したかを表す財務書類です。 

 

 

◎要約した笠間市の平成 22 年度普通会計純資産変動計算書 

＊本表については 15 ページ                      （単位：百万円） 

増減内容 増減額 

期首純資産残高 79,858  

① 純経常行政コスト ▲ 22,305  

② 地方税 9,271  

③ 地方交付税 6,705  

④ その他行政コスト充当財源 2,444  

⑤ 補助金等受入 5,856  

⑥ 災害復旧事業費 ▲ 2  

⑦ 公共資産除売却損益 44  

⑧ 投資損失 ▲ 229  

⑨ 資産評価替えによる変動額 ▲ 9  

期末純資産残高 81,633  

 

期末純資産残高及び市民一人当たり純資産             （単位：千円，人，％） 

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

金額 増減率

期末純資産残高 A 78,542,874 79,857,898 81,632,634 1,774,736 2.2

人  口  *  B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

市民一人当たり 

期末純資産残高 A/B 
970 994 1,022 28 2.8

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 

 

 平成 22 年度末における笠間市普通会計の純資産の残高は，81,632,634 千円であり，前年度比

1,774,736 千円（2.2％）の増となっています。また，期末純資産残高を一人当たりに換算すると

1,022 千円で，前年度比 28 千円（2.8％）の増となり，貸借対照表の純資産の部と一致します。 

 

①「純経常行政コスト」 

当該年度の資産形成に結びつかないコストの総額が計上されており，行政コスト計算書の純経常

行政コストと一致します。なお，純資産変動計算書において純経常行政コストは経常的な行政活動

に伴う費用であることから，地方税や地方交付税，補助金等の純資産を減ずる要素であるため，行

政コスト計算書とは正負の符号が反転しています。 
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②「地方税」 

当該年度の市税の収入額を計上しています。 

 

③「地方交付税」 

  普通交付税及び特別交付税を計上しています。 

 

④「その他行政コスト充当財源」  

  地方譲与税，諸収入等，上記以外の経常的歳入額を計上しています。 

 

⑤「補助金等受入」 

国や県から受入れた補助金等を計上しています。 

 

⑥「災害復旧費」 

災害復旧のために要した費用を計上しています。 

 

⑦「公共資産除売却損益」 

公有財産の除却や売却による損益額を計上しています。 

 

⑧「投資損失」 

投資及び出資金に係る減少額を計上しています。 

  

⑨「資産評価替えによる変動額」 

売却可能資産等の評価替に伴う増減額を計上しています。 

 

＊「科目振替」 

 純資産変動計算書は純資産の内訳科目ごとの増減を表しているため，純資産総額に変動が無い 

場合でも，純資産の内訳科目間の増減がある場合は，純資産変動計算書に計上する必要がありま 

す。これにより，その年度にどれだけの財源がどのような要因により使途拘束され，あるいは拘 

束性が解除されて将来自由に使用できる財源となったかを把握することができます。 
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（４）資金収支計算書（Ｃ／Ｆ Cash Flow Statement） 

 

資金収支計算書は，一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の 

流れを，性質の異なる３つの活動（「経常的収支」，「公共資産整備収支」，「投資・財務的収 

支」）に分けて表示した財務書類です。 

また，現金等の収支の流れを表したものであることから，キャッシュ・フロー計算書とも 

呼ばれています。 

 

 

◎要約した笠間市の平成 22 年度普通会計資金収支計算書 

＊本表については 18 ページ               （単位：百万円） 

① 経常的収支の部   

支出合計 19,013  

収入合計 25,470  

経常的収支額 6,457  

② 公共資産整備収支の部  

支出合計 3,338  

収入合計 2,045  

公共資産整備収支額 ▲ 1,293  

③ 投資・財務的収支の部  

支出合計 5,415  

収入合計 238  

投資・財務的収支額 ▲ 5,177  

当年度歳計現金増減額 ▲ 13  

期首歳計現金残高 857  

期末歳計現金残高 844  

 

期末歳計現金残高及び市民一人当たり歳計現金残高        （単位：千円，人，％） 

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

金額 増減率 

期末歳計現金残高 A 567,417 856,757 844,415 ▲12,342 ▲1.4

人  口  *  B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

一人当たり 

期末歳計現金残高 A/B 
7 11 11 0 0.0

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 

 

平成 22 年度末における笠間市普通会計の期末歳計現金残高は，844,415 千円であり，前年度比

12,342 千円（1.4％）の減となっており，貸借対照表の「資産の部」の「流動資産」中，「歳計現金

と一致します。また，期末歳計現金残高を一人当たりに換算すると 11 千円となり，前年度と同額

（0.0％）となります。   
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なお，期末歳計現金残高は当年度の歳入歳出差引額としており，出納整理期間終了後の歳計現金

残高となっています。地方公共団体においては出納整理期間中に重要な財源収入があるなど，出納

整理期間を含めた方が地方公共団体の財政状態をより適切に反映できると考えられることから，出

納整理期間終了後の歳計現金残高を計上することとしています。 

 

①「経常的収支の部」 

公共資産整備収支及び投資・財務的収支に含まれない収支額を計上するもので，6,457,433 

千円となっています。収入では地方税や地方交付税，支出では人件費や社会保障給付など，毎 

年度経常的に行われる行政活動に係る資金収支を計上しています。 

 

②「公共資産整備収支の部」 

道路，公園，学校等といった公共資産整備に伴う支出及び当該支出に充てた特定財源の収支 

額を計上するもので，▲1,293,044 千円となっています。収支不足額については，経常的収支

の部の黒字額により賄われています。 

 

③「投資・財務的収支の部」 

投資及び出資金，貸付金，基金積立額等に係る支出及びそれらの財源の収支額を計上するも 

ので，▲5,176,731 千円となっています。収支不足額については，経常的収支の部の黒字額に 

より賄われています。なお，投資及び出資金，貸付金については他会計や他団体に対して支出

した額を除いた金額で計上しています。 
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支

計
算

書
（
普

通
会

計
）

自
　

平
成

2
2
年

4
月

  
1
日

３
投

資
・

財
務

的
収

支
の

部
至

　
平

成
2
3
年

3
月

3
1
日

投
資

及
び

出
資

金
7
,5

0
0

（
単

位
：
千

円
）

貸
付

金
3
5
,2

9
2

１
経

常
的

収
支

の
部

基
金

積
立

額
2
,0

5
2
,9

3
5

人
件

費
5
,9

5
6
,6

7
3

定
額

運
用

基
金

へ
の

繰
出

支
出

1
,1

1
6

物
件

費
3
,8

6
4
,9

9
4

他
会

計
等

へ
の

公
債

費
充

当
財

源
繰

出
支

出
1
,1

0
4
,4

2
1

社
会

保
障

給
付

4
,6

8
8
,8

2
2

地
方

債
償

還
額

2
,2

1
3
,9

6
5

補
助

金
等

1
,7

7
7
,6

2
9

長
期

未
払

金
支

払
支

出
0

支
払

利
息

4
2
5
,4

0
0

支
出

合
計

5
,4

1
5
,2

2
9

他
会

計
等

へ
の

事
務

費
等

充
当

財
源

繰
出

支
出

2
,1

9
7
,9

2
0

国
県

補
助

金
等

0

そ
の

他
支

出
1
0
1
,1

5
5

貸
付

金
回

収
額

4
8
,7

6
4

支
出

合
計

1
9
,0

1
2
,5

9
3

基
金

取
崩

額
0

地
方

税
9
,1

2
0
,6

9
4

地
方

債
発

行
額

0

地
方

交
付

税
6
,7

0
5
,3

0
9

公
共

資
産

等
売

却
収

入
4
3
,6

4
1

国
県

補
助

金
等

4
,7

1
5
,8

2
2

そ
の

他
収

入
1
4
6
,0

9
3

使
用

料
・
手

数
料

2
9
4
,3

2
5

収
入

合
計

2
3
8
,4

9
8

分
担

金
・
負

担
金

・
寄

附
金

2
4
2
,5

9
4

投
資

・
財

務
的

収
支

額
▲

 5
,1

7
6
,7

3
1

諸
収

入
5
9
6
,7

2
3

地
方

債
発

行
額

1
,9

8
0
,0

4
4

翌
年

度
繰

上
充

用
金

増
減

額
0

基
金

取
崩

額
1
2
4
,2

1
9

当
年

度
歳

計
現

金
増

減
額

▲
 1

2
,3

4
2

そ
の

他
収

入
1
,6

9
0
,2

9
6

期
首

歳
計

現
金

残
高

8
5
6
,7

5
7

収
入

合
計

2
5
,4

7
0
,0

2
6

期
末

歳
計

現
金

残
高

8
4
4
,4

1
5

経
常

的
収

支
額

6
,4

5
7
,4

3
3

※
1
 一

時
借

入
金

に
関

す
る

情
報

２
部

①
公

共
資

産
整

備
収

支
の

資
金

収
支

計
算

書
に

は
一

時
借

入
金

の
増

減
は

含
ま

れ
て

い
ま

せ
ん

。

公
共

資
産

整
備

支
出

3
,0

0
2
,2

0
0

②
平

成
2
2
年

度
に

お
け

る
一

時
借

入
金

の
借

入
限

度
額

は
8
0
0
,0

0
0
千

円
で

す
。

公
共

資
産

整
備

補
助

金
等

支
出

2
9
7
,5

8
5

③
支

払
利

息
の

う
ち

，
一

時
借

入
金

利
子

は
0
千

円
で

す
。

他
会

計
等

へ
の

建
設

費
充

当
財

源
繰

出
支

出
3
7
,8

1
5

※
2
 基

礎
的

財
政

収
支

（
プ

ラ
イ

マ
リ

ー
バ

ラ
ン

ス
）
に

関
す

る
情

報

支
出

合
計

3
,3

3
7
,6

0
0

　
収

入
総

額
2
7
,7

5
3
,0

8
0

千
円

国
県

補
助

金
等

1
,1

4
0
,1

5
0

　
地

方
債

発
行

額
▲

2
,8

2
9
,2

4
4

地
方

債
発

行
額

8
4
9
,2

0
0

　
財

政
調

整
基

金
等

取
崩

額
▲

0

基
金

取
崩

額
0

　
支

出
総

額
▲

2
7
,7

6
5
,4

2
2

そ
の

他
収

入
5
5
,2

0
6

　
地

方
債

元
利

償
還

額
2
,6

3
9
,3

6
5

収
入

合
計

2
,0

4
4
,5

5
6

　
財

政
調

整
基

金
等

積
立

額
1
,9

1
1
,1

0
1

公
共

資
産

整
備

収
支

額
▲

 1
,2

9
3
,0

4
4

　
　

基
礎

的
財

政
収

支
1
,7

0
8
,8

8
0

千
円
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４．連結財務書類  

 （１）連結財務書類の基本事項 

 

①連結財務書類とは 

   連結財務書類とは，普通会計のほか，地方公共団体を構成するその他の特別会計や，地方公

共団体と連携して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政サービス実施主

体とみなして作成する財務書類です。 

 

 

 ②連結内部の取引高及び残高の相殺消去 

   連結財務書類では，普通会計と公営事業会計の決算数値を合算したときに重複計上となる

「補助金支出」と「補助金収入」をそれぞれ減額します。この減額を行うことを「連結内部の

取引高の相殺消去」といいます。 

   また，普通会計が第三セクター等に貸付を行っている場合も，普通会計の「貸付金」と第三

セクター等の「借入金」は単にお金の置き場所が変わったに過ぎないことから，それぞれの財

務諸表から減額することになります。この減額を「連結内部の残高の相殺消去」といいます。 

 

 

③連結の範囲 

  ○地方公共団体 

  地方公共団体に属する普通会計及びすべての公営事業会計が対象となります。 

 

  ○一部事務組合・広域連合 

  地方公共団体が加入する全ての一部事務組合・広域連合が連結対象となります。連結の方

法として，複数の団体が加入しているため，規約に基づく経費負担割合を乗じた金額を連結

（比例連結）することになります。 

 

  ○地方三公社 

  地方公共団体が設立した全ての地方三公社（土地開発公社，住宅供給公社，道路公社）が

対象となります。笠間市では該当がありません。 

 

  ○第三セクター等 

  地方公共団体の出資比率が 50％以上の法人は全て連結対象となります。 
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④本市の連結対象一覧 

名称

・一般会計

・岩間駅東土地区画整理事業特別会計の一部

・公共下水道事業特別会計

・農業集落排水事業特別会計

・岩間駅東土地区画整理事業特別会計の一部

・市立病院事業会計

・水道事業会計

・工業用水道事業会計

・国民健康保険特別会計

・老人保健特別会計

・後期高齢者医療特別会計

・介護保険特別会計

・介護サービス事業特別会計

・茨城地方広域環境事務組合

・笠間・水戸環境組合

・水戸地方広域市町村圏事務組合

・笠間地方広域事務組合

・茨城県市町村総合事務組合

・茨城租税債権管理機構

・筑北環境衛生組合

・茨城県後期高齢者医療広域連合

・笠間市開発公社

・笠間工芸の丘株式会社

区分

一部事務組合等

第三セクター等

普通会計

笠
間
市

連
結
対
象

公
営
事
業
会
計

その他の事業会計

公営企業会計

 
 

（２）要約した連結財務書類 

平成 22 年度における笠間市の連結財務書類を要約すると，次のとおりです。また，財務書類を

構成する 4つの表の関係を表しています。 

 

 

連結資金収支計算書 連結行政コスト計算書 (単位：百万円）

期首資金 経常行政コスト
人的コスト

経常的収支 物的コスト
公共資産等整備収支 移転支出的なコスト
投資・財務的収支 その他のコスト

経費負担割合変更 経常収益 
に伴う差額

期末資金 純経常行政コスト

連結純資産変動計算書

期首純資産残高

純経常行政コスト
一般財源，補助金受入
臨時損益 
その他

期末純資産残高

（借方） (貸方）
公共資産 固定負債

投資等 流動負債

流動資産 純資産
（内資金）

（内現金）

資産合計 負債・純資産合計180,800 180,800

10,062 119,112

5,629
9,298

10,221 4,511

119,112

160,517 57,177

31,775
▲ 216
▲ 53

117,677

▲ 30,070

5,629 30,070

▲ 1 14,718

25,073
▲ 5,654 1,458

連結貸借対照表

3,658 44,788
7,118

9,055 11,139
▲ 1,429
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連
結

貸
借

対
照

表
（
平

成
２

3
年

３
月

３
１

日
現

在
）

（３）連結貸借対照表

（
単

位
：
千

円
）

借
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
方

貸
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
方

[資
産

の
部

]
[負

債
の

部
]

１
　

公
共

資
産

１
　

固
定

負
債

(1
) 
有

形
固

定
資

産
(1

) 
地

方
公

共
団

体

①
生

活
イ

ン
フ

ラ
・
国

土
保

全
8
7
,9

8
6
,2

5
3

①
普

通
会

計
地

方
債

2
5
,0

7
9
,9

4
4

②
教

育
2
3
,2

9
1
,9

2
4

②
公

営
事

業
地

方
債

2
5
,2

0
6
,7

5
2

③
福

祉
1
,7

0
7
,3

1
0

 地
方

公
共

団
体

計
5
0
,2

8
6
,6

9
6

④
環

境
衛

生
1
8
,7

9
8
,1

9
4

(2
) 
関

係
団

体

⑤
産

業
振

興
1
8
,6

5
3
,0

6
1

①
一

部
事

務
組

合
・
広

域
連

合
地

方
債

0

⑥
消

防
2
,3

3
8
,5

5
9

②
地

方
三

公
社

長
期

借
入

金
0

⑦
総

務
7
,0

1
1
,2

7
1

③
第

三
セ

ク
タ

ー
等

長
期

借
入

金
0

⑧
収

益
事

業
0

 関
係

団
体

計
0

⑨
そ

の
他

1
7
5

(3
) 
長

期
未

払
金

2
,0

3
2

有
形

固
定

資
産

計
1
5
9
,7

8
6
,7

4
7

(4
) 
引

当
金

6
,8

8
7
,9

1
1

(2
) 
無

形
固

定
資

産
3
8
4

（
う

ち
退

職
手

当
等

引
当

金
）

6
,8

8
7
,9

1
1

(3
) 
売

却
可

能
資

産
7
2
9
,7

5
2

（
う

ち
そ

の
他

の
引

当
金

）
0

公
共

資
産

合
計

1
6
0
,5

1
6
,8

8
3

(5
) 
そ

の
他

0

固
定

負
債

合
計

5
7
,1

7
6
,6

3
9

２
　

投
資

等

(1
) 
投

資
及

び
出

資
金

2
,4

4
4
,7

1
4

２
　

流
動

負
債

(2
) 
貸

付
金

1
3
9
,5

3
9

(1
) 
翌

年
度

償
還

予
定

額

(3
) 
基

金
等

6
,1

1
6
,8

6
3

①
地

方
公

共
団

体
3
,8

7
6
,6

7
4

(4
) 
長

期
延

滞
債

権
2
,2

4
2
,2

8
5

②
関

係
団

体
0

(5
) 
そ

の
他

1
,7

3
8

 翌
年

度
償

還
予

定
額

計
3
,8

7
6
,6

7
4

(6
) 
回

収
不

能
見

込
額

▲
 7

2
4
,5

0
1

(2
) 
短

期
借

入
金

（
翌

年
度

繰
上

充
用

金
を

含
む

）
1
0
2
,1

0
6

投
資

等
合

計
1
0
,2

2
0
,6

3
8

(3
) 
未

払
金

1
2
5
,1

3
1

(4
) 
翌

年
度

支
払

予
定

退
職

手
当

0

(5
) 
賞

与
引

当
金

3
7
9
,2

8
2

３
　

流
動

資
産

(6
) 
そ

の
他

2
8
,2

8
5
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(1
) 
資

金
9
,2

9
7
,5

6
3

流
動

負
債

合
計

4
,5

1
1
,4

7
8

(2
) 
未

収
金

8
6
7
,4

1
0

(3
) 
販

売
用

不
動

産
0

負
　

　
債

　
　

合
　

　
計

6
1
,6

8
8
,1

1
7

(4
) 
そ

の
他

4
5
,1

3
5

(5
) 
回

収
不

能
見

込
額

▲
 1

4
7
,6

1
0

流
動

資
産

合
計

1
0
,0

6
2
,4

9
8

純
　

 資
　

 産
　

 合
　

 計
1
1
9
,1

1
1
,9

0
2

４
　

繰
延

勘
定

資
　

　
産

　
　

合
　

　
計

1
8
0
,8

0
0
,0

1
9

負
債

及
び

純
資

産
合

計
1
8
0
,8

0
0
,0

1
9

※
１

　
債

務
負

担
行

為
に

関
す

る
情

報
①

物
件

の
購

入
等

千
円

②
債

務
保

証
又

は
損

失
補

償
千

円

（
う

ち
共

同
発

行
地

方
債

に
係

る
も

の
千

円
）

③
そ

の
他

9
5
2
,0

9
6

千
円

※
２

　
普

通
会

計
地

方
債

お
よ

び
公

営
事

業
地

方
債

残
高

（
翌

年
度

償
還

予
定

額
を

含
む

）
の

う
ち

1
8
,1

4
0
,8

8
9
千

円
に

つ
い

て
は

、
償

還
時

に
地

方
交

付
税

の
算

定
の

基
礎

に
含

ま
れ

る
こ

と
が

見
込

ま
れ

て
い

る
も

の
で

す
。

※
３

　
有

形
固

定
資

産
の

う
ち

、
土

地
は

3
,3

5
5
4
,0

7
3
千

円
で

す
。

ま
た

、
有

形
固

定
資

産
の

減
価

償
却

累
計

額
は

8
0
,6

8
5
,8

2
9
千

円
で

す
。
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連
結

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

自
　

平
成

２
２

年
４

月
 １

 日
（４）連結行政コスト計算書

至
　

平
成

２
３

年
３

月
３

１
日

　
【
経

常
行

政
コ

ス
ト

】
（
単

位
：
千

円
）

総
　

　
額

（
構

成
比

率
）

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

　
育

福
　

祉
環

 境
 衛

 生
産

 業
 振

 興
消

　
防

総
　

務
議

会
支

 払
 利

 息
回

収
不

能
見

込
計

上
額

そ
の

他

（
１

）
人

件
費

5
,7

6
1
,2

9
3

1
2
.9

%
4
4
2
,0

4
0

6
4
7
,8

6
0

6
9
6
,3
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　　（５）連結純資産変動計算書

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 117,676,719

純経常行政コスト ▲ 30,069,850

一般財源

地方税 9,271,084

地方交付税 6,705,309

その他行政コスト充当財源 2,478,574

補助金等受入 13,319,720

臨時損益

災害復旧事業費 ▲ 2,701

公共資産除売却損益 15,267

投資損失 ▲ 228,969

収益事業純損失 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 0

公共資産処分による財源増 ▲ 3,768

貸付金・出資金等への財源投入 0

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0

減価償却による財源増 0

地方債償還に伴う財源振替 0

出資の受入・新規設立 22,302

資産評価替えによる変動額 ▲ 47,598

無償受贈資産受入 21,869

その他 ▲ 46,056

期末純資産残高 119,111,902

連結純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日
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５．財務書類の分析（普通会計） 

  本項においては，現在までの行財政運営の結果である財政状況をより深く把握するため，各財

務書類の数値を活用し，「資産形成度」・「世代間公平性」・「持続可能性（健全性）」・「効率性」・「弾

力性」・「自律性」について分析しています。笠間市の財政状況の特徴や課題を多面的に把握でき

るとともに，今後の行財政運営の方向性を見出すことにつながるものと考えます。 

  なお，普通会計財務書類を活用した分析としています。 

 

※ 財務書類の分析に当たっては，平成 22 年 3 月総務省公表の「地方公共団体における財務

書類の活用と公表について」に基づき作成しました。また，「平均的な値」については，監

査法人トーマツ監修による「新地方公会計制度の徹底解説」を参考にしたものです。 

 

（１）資産形成度 ～将来世代に残る資産はどれくらいあるのか～ 

① 『資産』（Ｂ／Ｓ） 

「市が保有する資産がどれくらいあるのか」について，今までも，歳入歳出決算書の「財産に

関する調書」において，財産の数量や面積は表示されていましたが，資産価値の情報は表示され

ていませんでした。この資産価値情報を補完するものとして，貸借対照表の〔資産の部〕で，資

産のストック情報を表示しています。 

  

 図 1 は，普通会計と連結した貸借対照表資産額の経年比較表ですが，普通会計では毎年 19 億

円ほど資産が増加し，連結についても増加傾向にあります。これは，新たな資産形成や流動資産

の基金積立などの合計が，当年度の有形固定資産の減価償却額よりも大きかったことが主な要因

です。 

また，表 1 では普通会計分の資産額比較を大きな項目に分けて経年比較しています。平成 22

年度「資産」の増加は，「3 流動資産」中，「（1）現金預金」の 19 億円ですが，これは「財政調

整基金」へ積み立てた金額が主な増加要因です。 

 

図１ 

普通会計・連結貸借対照表資産額の経年比較
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表１ 普通会計資産額の経年比較                     （億円，％） 

   平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較 

   金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

１ 公共資産 1,002 89.8 1,017 89.6 1,015 88.0 ▲ 2 ▲1.6

  (1) 有形固定資産 1,001 89.7 1,016 89.5 1,014 87.9 ▲ 2 ▲1.6

  (2) 売却可能資産 1 0.1 1 0.1 1 0.1 0 0.0

２ 投資等 70 6.3 71 6.3 73 6.3 2 0.0

  (1) 投資及び出資金 23 2.0 24 2.1 24 2.1 0 0.0

  (2) 貸付金 2 0.2 2 0.1 1 0.1 ▲ 1 0.0

  (3) 基金等 41 3.7 40 3.6 41 3.5  1 ▲0.1

  (4) 長期延滞債権 8 0.7 9 0.8 10 0.9  1 0.1

  (5) 回収不能見込額 ▲ 4 ▲ 0.3 ▲ 4 ▲ 0.3 ▲ 4 ▲ 0.3 0 0.0

３ 流動資産 44 3.9 47 4.1 66 5.7 19 1.6

  (1) 現金預金 42 3.7 45 3.9 64 5.5 19 1.6

  (2) 未収金 2 0.2 2 0.2 2 0.2 0 0.0

資産合計 1,116 100.0 1,135 100.0 1,154 100.0 19 0.0

 

 

② 『市民一人当たり資産額』（Ｂ／Ｓ） 

市民一人当たりの資産額を算出することで，類似団体などと比較することが可能となります。 

 

市民一人当たり資産額  ＝   資 産 合 計     ／  住民基本台帳人口 

 

市民一人当たり資産額  ＝ 115,355,826 千円 ／ 79,904 人  

＝ 1,444 千円 

   

  表 2 では，市民一人当たりの資産額の経年比較を表示しています。人口が減少していることも

あり，市民一人当たり資産額も資産合計と同様に増加しています。平成 22 年度の数値は 144.4

万円で，平均的な値としては 100 万円～300 万円の間になることから，笠間市は平均的といえま

す。 

 

表 2 市民一人当たり資産額の経年比較                  （単位：千円，人，％）  

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

金額 増減率 

資産合計 A 111,577,936 113,504,148 115,355,826 1,851,678 1.6

人 口 * B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

市民一人当たり資産額 A/B 1,378 1,412 1,444 32 2.3

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 
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③ 『有形固定資産の行政目的別割合』（Ｂ／Ｓ） 

有形固定資産の行政目的別の割合により，資産形成における特徴の把握や，類似団体などとの

比較が可能となります。また，今後の資産整備の方向性を検討するなどに役立てることができま

す。 

 

表 3 では，有形固定資産の行政目的別内訳を表示しています。この分析では資産形成に関する

自治体の政策の結果が反映されますので，5年あるいは 10 年と長い間の推移をみることによって，

自治体の特徴がより明らかになります。 

笠間市の行政目的別割合では，まず「①生活インフラ・国土保全」が構成比 57.9％，次いで「②

教育」が 23.0％を占め，①②を合わせて全体の約 8割を占めています。 

 

表 3 有形固定資産の行政目的別内訳                    （億円，％） 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較 

 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

①生活インフラ・国土保全 566 56.6 585 57.6 588 57.9 3 0.3

②教育 232 23.1 235 23.1 233 23.0 ▲ 2 ▲0.1

③福祉 18 1.8 18 1.8 17 1.7 ▲ 1 ▲0.1

④環境衛生 8 0.8 8 0.8 8 0.8 0 0.0

⑤産業振興 104 10.4 98 9.6 92 9.0 ▲ 6 ▲0.6

⑥消防 14 1.4 14 1.4 14 1.4 0 0.0

⑦総務 59 5.9 58 5.7 63 6.2 5 0.5

有形固定資産計 1,001 100.0 1,016 100.0 1,015 100.0 ▲ 1 0.0

   

    図 2 
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④ 『歳入額対資産比率』（Ｂ／Ｓ・Ｃ／Ｆ） 

地方公共団体の資産形成の度合いを測る指標であり，これまでに形成された資産が歳入の何年

分に相当するのかを表しています。 

 

歳入額対資産比率  ＝    資 産 合 計   ／  歳 入 総 額* 

 

* 歳入総額とは，資金収支計算書（C/F）の【「経常的収支の部」の「収入合計」】，

【「公共資産整備収支の部」の「収入合計」】，【「投資・財務的収支の部」の「収

入合計」】，【「期首歳計現金残高」】の合計額 

歳入額対資産比率 ＝ 115,355,826 千円 ／（25,470,026 千円 ＋ 2,044,556 千円 

＋ 238,498 千円 ＋ 856,757 千円） 

＝ 115,355,826 千円 ／ 28,609,837 千円 

＝ 4.0 

 

表 4 では，歳入額対資産比率の経年比較を表示しています。平成 22 年度の数値は 4.0 で，平

均的な値は 3.0～7.0 の間になることから，笠間市は平均的といえます。 

 

  表 4 歳入額対資産比率の経年比較                        

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較増減 

歳入額対資産比率 4.1 4.0 4.0 0.0

 

⑤ 『資産老朽化比率』（Ｂ／Ｓ） 

土地以外の有形固定資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することにより，耐

用年数に比して資産がどの程度老朽化しているのかを表しています。 

 

 資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額* ／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額*） 

 

* 減価償却累計額及び土地の額については貸借対照表の欄外注記＊５に表示 

 

資産老朽化比率 ＝ 60,851,532 千円 ／（101,396,525 千円 ― 32,514,592 千円  

＋ 60,851,532 千円） 

＝ 60,851,532 千円 ／ 129,733,465 千円 

＝ 46.9％ 

 

表 5 では，資産老朽化比率の経年比較を表示しています。平成 22 年度の数値は 46.9％で，平

均的な値は 35％～50％の間の比率になることから，笠間市は平均的といえます。 

 

表 5 資産老朽化比率の経年比較                            （単位：％） 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較増減 

資産老朽化比率 49.3 45.5 46.9 1.4
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（２）世代間公平性 ～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～ 

① 『純資産比率』（Ｂ／Ｓ，ＮＷＭ） 

地方公共団体は，地方債を通じて，将来世代と現世代の負担の配分を行います。 

純資産の変動は，将来世代と現世代の負担配分の割合を表しています。すなわち「純資産の増

は現世代の負担の増」，「純資産の減は将来世代の負担の増」を意味します。 

 

純資産比率  ＝  純資産総額 ／ 資産総額 

 

純資産比率  ＝ 81,632,634 千円 ／ 115,355,826 千円 

＝ 70.8％ 

 

表 6 では，純資産比率の経年比較を表示しています。平成 22 年度の数値は 70.8％で，平均的

な値は 50％～90％の間の比率になることから，笠間市は平均的といえます。 

 

表 6 純資産比率の経年比較                           （単位：％）  

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較増減 

純資産比率 70.4 70.4 70.8 0.4

 

 

② 『社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）』（Ｂ／Ｓ） 

社会資本形成における将来償還が必要な負債の割合（将来世代の負担）を表しています。 

 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

＝ （地方債残高* ＋ 未払金）／（公共資産 ＋ 投資等）    

 

* 地方債残高は，「貸借対照表の地方債」と「翌年度償還予定地方債」の合計 

 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

    ＝ （24,456,707 千円 ＋ 2,286,959 千円 ＋ 0 千円） 

／（101,515,781 千円 ＋ 7,250,802 千円） 

    ＝ 26,743,666 千円 ／ 108,766,583 千円 

    ＝ 24.6％ 

 

表 7 では，将来世代負担比率の経年比較を表示しています。平成 22 年度の数値は 24.6％で，

平均的な値は 15％～40％の間の比率になることから，笠間市は平均的といえます。 

 

表 7 将来世代負担比率の経年比較                       （単位：％）  

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較増減 

将来世代負担比率 23.6 24.0 24.6  0.6
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（３）持続可能性（健全性）～財政に持続可能性があるか（どれくらい借金があるのか）～ 

① 『負債』（Ｂ/Ｓ） 

貸借対照表において，地方債や未払金，退職手当引当金など，負債の総額が把握できます。さ

らに連結貸借対照表においては，行政サービス提供主体全ての負債総額を把握することができま

す。 

 

 図 3 は，普通会計と連結した貸借対照表それぞれ負債額の経年比較表ですが，普通会計におい

ては毎年負債額が微増しており，連結においては減少しています。普通会計では，「退職手当引

当金」が職員数の減に伴い減少しているものの，地方交付税の代替財源である「臨時財政対策債」

が増加しているため，全体として負債額が微増しています。連結では，地方債が微減し，また退

職手当引当金が減少しているため，全体として減少傾向となっています。 

表 8 では普通会計分の負債額を大きな項目に分けて経年比較しています。平成 22 年度の負債

増加額 1 億円は，「退職手当引当金」が 5億円減少するものの，「地方債」が 6 億円増加していま

す。これは「臨時財政対策債」の発行額が 11.5 億円（H21）から 19.8 億円（H22）へ大きく伸び

たためと考えられます。 

 

  図 3 
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表 8 普通会計負債額比較                          （億円，％） 

   平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較 

   金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

１ 固定負債 305 92.4 310 92.3 311 92.3 1 0.0

 (1) 地方債 231 70.0 239 71.1 245 72.7 6 1.6

 (2) 長期未払金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

  (3) 退職手当引当金 74 22.4 71 21.2 66 19.6 ▲ 5 ▲1.6

  (4) その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
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   平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較 

   金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

２ 流動負債 25 7.6 26 7.7 26 7.7 0 0.0

(1) 翌年度償還予定地方債 22 6.6 22 6.6 23 6.8 1 0.2  

  (2) 短期借入金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

  (3) 未払金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

  (4) 翌年度支払予定退職手当 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

  (5) 賞与引当金 3 1.0 4 1.1 3 0.9 ▲1 ▲0.2

負債合計 330 100.0 336 100.0 337 100.0 1 0.0

 

② 市民一人当たり負債額（Ｂ／Ｓ） 

市民一人当たりの負債額を算出することで，類似団体などと比較することが可能となります。 

 

市民一人当たり負債額   ＝  負 債 総 額     ／ 住民基本台帳人口 

 

市民一人当たり負債額   ＝ 33,723,192 千円 ／ 79,904 人  

＝ 422 千円 

  

表 9 では，市民一人当たりの負債額の経年比較を表示しています。人口が減少していることも

あり，市民一人当たり負債額も負債合計と同様に増額になっています。平成 22 年度の数値は 42.2

万円で，平均的な値としては 30 万円～100 万円の間になることから，笠間市は平均的といえます。 

 

表 9 市民一人当たり負債額の経年比較             （単位：千円，人，％） 

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

金額 増減率 

負 債 合 計  A 33,035,062 33,646,250 33,723,192 76,942 0.2

人  口  *  B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

市民一人当たり負債額 A/B 408 419 422 3 0.7

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 

 

③ 『基礎的財政収支(プライマリーバランス)』*（Ｃ／Ｆ） 

「地方債の元利償還額などを除いた歳出」と「地方債発行額などを除いた歳入」のバランスを

みるもので比較して釣り合いがとれている場合には，行政サービスを借金に頼らないで実施して

いることを示し，持続可能な財政運営であることを表しています。つまり，赤字ならば，債務残

高が拡大することになり，黒字ならば債務残高が減少することになります。 

* 資金収支計算書の欄外注記＊２として表示 

 

基礎的財政収支 ＝ 収入総額 － 地方債発行額 － 財政調整基金等取崩額 

             －支出総額 ＋ 地方債償還額 ＋ 財政調整基金等積立額 
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基礎的財政収支 ＝ 27,753,080 千円 － 2,829,244 千円 － 0 千円 

－ 27,765,422 千円 ＋ 2,639,365 千円 ＋ 1,911,101 千円 

＝ 1,708,880 千円 

 

表 10 では，基礎的財政収支の経年比較を表示しています。平成 22 年度の数値は 1,708,880 千

円で黒字であることから，笠間市は持続可能な財政運営であるといえます。 

 

表 10 基礎的財政収支の経年比較                            （単位：千円） 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較増減額

基礎的財政収支 ▲ 413,910 ▲ 100,516 1,708,880 1,809,396

 

（４）効率性 ～行政サービスは効率的に提供されているか～ 

① 『市民一人当たり行政コスト』（Ｐ／Ｌ） 

市民一人当たり行政コストを算出し，経常的な行政活動の効率性として捉えることで，類似団

体などと比較することが可能となります。 

 

市民一人当たり行政コスト  ＝  純経常費用（純経常行政コスト） 

                                   ／ 住民基本台帳人口 

 

   市民一人当たり行政コスト ＝ 22,305,320 千円 ／ 79,904 人 

                ＝ 279 千円 

 

表 11 では，市民一人当たりの行政コストの経年比較を表示しています。純経常行政コストの

減少に伴い，市民一人当たりの行政コストも減少しています。平成22年度の数値は27.9万円で，

平均的な値としては 20 万円～50 万円の間になることから，笠間市は平均的といえます。 

 

表 11 市民一人当たり純経常行政コスト             （単位：千円，人，％） 

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

金額 増減率 

純経常行政コスト A 21,052,836 22,883,391 22,305,320 ▲578,071 ▲2.5

人  口  *  B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

市民一人当たり行政コスト A/B 260 285 279 ▲6 ▲2.1

* 年度末（3月 31 日）の住民基本台帳人口 

 

② 『性質別行政コスト』（Ｐ／Ｌ） 

性質別の行政コストを算出することにより，経年変化や類似団体などと比較することが可能と

なります。 
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表 12 では，性質別行政コストの経年比較を表示しています。平成 22 年度の性質別行政コスト

の主な減少要因は，「人件費等」の 4 億円減と「移転支出」の 5 億円減ですが，これは「人件費

等」の「退職手当引当金繰入等」や，「移転支出」の「補助金」等が少なくなったためです。 

 

表 12 性質別行政コストの経年比較                          （億円，％） 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較 

 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

人 件 費 等 59 27.2 58 24.9 54 23.6 ▲ 4 ▲1.3

物 件 費 等 63 29.1 65 27.9 69 30.1 4 2.2

移転支出（社会保障給付，補助金等） 88 40.9 106 45.2 101 44.1 ▲ 5 ▲1.1

支 払 利 息 等 6 2.8 5 2.0 5 2.2 0 0.2

経常行政コスト合計 216 100.0 234 100.0 229 100.0 ▲ 5 0.0

     

図 4 

 

  

 

 『市民一人当たり人件費・物件費等』（Ｐ／Ｌ） 

で，類似団体などと比較することが可能と

な

費 ＋ 物件費等）／ 住民基本台帳人口 

 

 市民一人当たり人件費・物件費等 

,336 千円 ＋ 6,884,850 千円) ／ 79,904 人 

        

 

平成 22 年度性質別行政コスト

支払利息等

2.2% 人件費等

23.6%

移転支出（社会保障

給付，補助金等）

44.1%

30.1%

物件費等

 

③

市民一人当たりの人件費・物件費等を算出すること

ります。 

 

市民一人当たり人件費・物件費等 

＝ （人件

＝ (5,418

＝ 154 千円 
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表 では，市民一人当たりの人件費・物件費等の経年比較を表示しています。平成 22 年度は

人

表 1 市民一人当たり人件費・物件費等の経年比較                （単位：人，千円，％） 

13

件費・物件費等は減少していますが，対象人口も減少しているため，市民一人当たりの人件費・

物件費等は横ばい状態にあるといえます。 

 

3 

前年度比較 
 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

金額 率  増減

人件費・物件費等 A 12,185,330 12,356,725 12,303,186 ▲53,539 ▲0.4

人  口  *  B 80,943 80,374 79,904 ▲470 ▲0.6

住民一人当たり人件費・物件費等 A/B 151 154 154 0 0

* 年度末（ 31 日）の住民基本台帳人口 

 

 『行政目的別行政コスト』（Ｐ／Ｌ） 

により，経年変化や類似団体などと比較することが可

能

14 では，行政目的別行政コストの経年比較を表示しています。平成 22 年度の 5億円減少し

た

表 14 行政目的別行政コストの経年比較                 （億円，％） 

3 月

 

④

行政目的別の行政コストを算出すること

となります。 

 

表

主な要因は，「⑦総務」の 13 億円減ですが，これは前年度「補助金等」に計上されていた「定

額給付金」の約 12 億円が皆減したためです。「③福祉」が増加しているのは，「児童手当」（H21）

から「児童手当＋子ども手当」（H22）へ制度の改正により約 7.5 億円増加したことが主な要因で

す。 

 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較 

  金 金 金  金額 構成比 額 構成比 額 構成比 額 増減率

①生活インフラ・国土保全   27 12.5 27 11.5 27 11.8 0 0.3

②教育 30 13.7 31 13.3 31 13.5 0 0.2

③福祉 66 30.8 69 29.5 80 34.9 11 5.4

④環境衛生 22 10.0 22 9.6 22 9.6 0 0.0

⑤産業振興 21 9.8 23 9.7 21 9.2 ▲ ▲2 0.5

⑥消防 12 5.7 12 5.3 11 4.8 ▲ 1 ▲0.5

⑦総務 29 1 1 1 ▲3.4 43 8.1 30 3.1  13 ▲5.0

⑧議会 3 1.3 2 1.0 2 0.9 0 ▲0.1

⑨その他 6 2.8 5 2.0 5 2.2 0 0.2

行政コスト合計 21 10 23 10 22 10 ▲ 6 0.0 4 0.0 9 0.0 5 0.0
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  図 5 

 

用するため れだけのコストがかけら

れ

 

 

15 では，行政コスト対公共資産比率の経年比較を表示しています。平成 22 年度の数値は

22

15 行政コスト対公共資産比率の経年比較                     （単位：％）  

21

平成 22 年度行政目的別行政コスト

①生活インフラ・国土保全 

      11.8％ 

⑤産業振興

  9.2％ 

④環境衛生

  9.6％ 

③福祉 

 34.9％ 

②教育 

 13.5％ 

⑨その他

  2.2％

⑧議会

 0.9％ ⑦総務 

 13.1％

⑥消防

 4.8％ 

⑤ 『行政コスト対公共資産比率』（Ｂ／Ｓ，Ｐ／Ｌ）  

行政コストの公共資産に対する比率により，資産を活 にど

ているか，あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか（資産が効率

的に活用されているか）を分析することができます。 

 

行政コスト対公共資産比率 ＝ 経常費用（経常行政コスト）／ 公共資産 

行政コスト対公共資産比率 ＝ 22,886,433 千円  ／ 101,515,781 千円 

＝ 22.5% 

表

.5％で，平均的な値としては 10％～30％の間になることから，笠間市は平均的といえます。 

 

表

 平成 20 年度 平成 年度 平成 22 年度 前年度比較増減 

行政コスト対公共資産比率 21.6 23.0 22.5 ▲ 0.5

 

（５）弾力性 ～資産形成を行う余裕はどのくらいあるか～ 

ストの比率により，税収などがどの程度，資産形成

に

① 『行政コスト対税収等比率』（ＮＷＭ） 

税収などの一般財源に対する純経常行政コ

結びつかない費用に使われたのかを把握することができます。この比率が 100％に近づくにつ

れ，資産形成を行う余裕幅が狭いといえます。さらに，100％を超えると当年度行われた行政サ

ービスを一般財源で賄うことができず，過去から蓄積した資金等を取り崩したか，翌年度以降へ

引き継ぐ負担が増加したこと（もしくはその両方）を表します。 
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行政コスト ／ 税収等* 

 

* 税収等とは，純資産変動計算書（ＮＷＭ）の「一般財源」「補助金等受入（そ

行政コスト対

,320 千円 ／ （18,419,935 千円 ＋ 4,953,013 千円 

＝ 22,305,320 千円 ／ 

 

表16では，行政コスト対 収等比率の経年比較を表示しています。平成22年度の数値は85.9％

で

16 行政コスト対税収等比率の経年比較                  （単位：％）   

21

行政コスト対税収等比率 

  ＝  純経常

の他の一般財源）」「減価償却による財源増（公共資産等整備国県補助金等の

列の値の絶対値）」の合計額に，臨時財政対策債（1,980,044 千円）及び減収

補てん債（特例分）（0千円）の当年度発行額を加えた額 

税収等比率 

 ＝ 22,305

 ＋ 605,747 千円 ＋ 1,980,044 千円） 

25,958,739 千円 

＝ 85.9％ 

税

，前年度に比べ 6.5 ポイント減少していることから，資産形成を行う余裕幅が広くなり，また，

翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたことを意味します。 

 

表

 平成 20 年度 平成 年度 平成 22 年度 前年度比較増減 

行政コスト対税収等比率 89.8 92.4 85.9 ▲ 6.5

 

（６）自律性 ～ 受益者負担の水準はどうなっているか ～ 

す行政コスト計算書の経常収益と，経常費用との割合を算

出

 

 

表 17 では，受益者負担の 経年比較を表示しています。平成 22 年度の数値は 2.5％で，

平

17 受益者負担の割合の経年比較                     （単位：％）   

① 『受益者負担の割合』（Ｐ／Ｌ） 

行政サービスに係る受益者負担を表

することにより，受益者負担の特徴を把握し，経年での変化や類似団体などと比較することが

可能となります。また，受益者負担比率が他団体に比べて著しく低い場合などは，原因を詳細に

検討する必要があるといえます。 

 

受益者負担の割合  ＝  経 常 収 益 ／ 経 常 費 用（経常行政コスト） 

受益者負担の割合  ＝ 581,113 千円 ／ 22,886,433 千円 

＝ 2.5％ 

割合の

均的な値としては 2％～8％の間になることから，笠間市は低めですが平均的といえます。 

 

表

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 前年度比較増減 

受益者負担の割合 2.7 2.3 2.5 0.2
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６．その他 

（１）有形固定資産等耐用年数表 

有形固定資産の減価償却にあたっては，総務省により定められた耐用年数を基に算定し

ています。 

 

決算統計上の区分 耐用年数 決算統計上の区分 耐用年数

総務費 土木費

庁舎費 50 道路 48

その他 25 橋りょう 60

民生費 河川 49

保育所 30 砂防 50

その他 25 海岸保全 30

衛生費 25 港湾 49

労働費 25 都市計画

農林水産業費 街路 48

造林 25 都市下水路 20

林道 48 区画整理 40

治山 30 公園 40

砂防 50 その他 25

漁港 50 住宅 40

農業農村整備 20 空港 25

海岸保全 30 その他 25

その他 25 消防費

商工費 25 庁舎 50

その他 10

教育費 50

その他 25  
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